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I 総論 

１ 本計画の趣旨 

平成28年度に策定した「大津市業務継続計画」において、災害発生時における業務実施に

あたり必要な人員が最大1,330人不足することが判明した。 

また、平成7年の阪神・淡路大震災や平成23年の東日本大震災、平成28年の熊本地震におい

ては、被災自治体以外の地方自治体や関係機関からの支援が多数行われた。 

特に、阪神・淡路大震災は、後に当該年がボランティア元年と言われるように、ボランテ

ィアによる支援が大きく注目された。しかし、ボランティアの受入れのみならず、広域から

の他自治体職員等の受入れについて、被災都市において具体的な計画が策定されていなかっ

たことなどから、応援の受入れについては多くの混乱が起きた。 

このため、大規模災害時において、本市単独での対応が困難な場合に、国や他都市等から

の人的・物的支援を円滑に受け入れるための手順やその役割など受援に必要な体制を予め定

めておく必要がある。 

本計画は、「大津市業務継続計画」をふまえ、本市が平成28年熊本地震で支援した熊本県

大津町などの教訓や、中央防災会議が取りまとめた「熊本地震を踏まえた応急対策・生活支

援策のあり方について（報告）」、内閣府が取りまとめた「地方公共団体のための災害時受

援体制に関するガイドライン」に沿って、本市だけでは対応できない事態に他の自治体や機

関など多方面からの支援を最大限生かすため、人的、物的支援の受入れ手順やその役割など

受援に必要な体制の整備を目的として「大津市災害時受援計画」を策定した。 

 

２ 本計画の位置付け 

本計画は、大津市地域防災計画の下位計画として位置づけられるとともに、大津市業務継

続計画に定められている非常時優先業務を実施する際に不足する人的・物的資源を確保する

ための計画として位置付けられる。 

 

本計画の位置付け 
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３ 本計画の対象とする支援 

（1） 人的支援 

本計画が対象とする人的支援は次のとおりである。 
人的支援の応援団体と応援内容 

応援団体 応援内容 

国 

指定行政

機関及び

指定公共

機関等 

警察庁 警察災害派遣隊の派遣 

自衛隊 災害派遣部隊の派遣 

消防庁 緊急消防援助隊の派遣 

総務省 災害マネジメント総括支援員の派遣 

国土交通省 
緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）の派遣 

応急危険度判定士の派遣 

厚生労働省 

救護班・災害派遣医療チーム（DMAT）の派遣 

災害派遣精神医療チーム（DPAT）の派遣 

保健師等の派遣 

環境省 災害廃棄物処理支援ネットワークD.Waste-Netの派遣 

文部科学省 
学校の再開支援 

文化財調査官の派遣 

関西広域連合 関西広域応援・受援実施要綱に基づく広域連合構成団体からの応援 

滋賀県 

その他都道府県 

都道府県間相互の応援協定や民間企業等との協定に基づく応援 

滋賀県警からの応援 

滋賀県広域消防総合応援基本計画に基づく応援 

協定締結自治体 

災害時相互応援に関する協定 

滋賀県市長会災害相互応援協定 

中核市災害相互応援協定 

義士親善友好都市間における災害応急活動の相互応援に関する協定 

東海道五十三次市区町災害時相互応援に関する協定 

その他自治体 

全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定に基づく応援 

全国市長会・全国町村会の調整による応援 

中核市市長会の調整による応援 

民間事業者 本市と応援協定を締結している民間企業等からの応援 

退職者 本市職員としての行政経験やノウハウ等の活用 

その他 
国を通じた海外からの支援 

事前に協定を結んでいない自主的な応援（ボランティア等） 
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（2） 物的支援（物資供給） 

本計画の対象とする物的支援は次のとおりである。 
物的支援 

応援項目 応援内容 

物資の調達 支援物資（国や滋賀県、他の自治体等から供給されるもの） 

調達物資（災害時協定を締結している指定業者等から調達するもの（流通

備蓄物資も含む）） 

義援物資（法人又は個人から任意で市に提供される物資） 

・民間事業者等が同種類で大量にまとめて直接本市に無償で供給する物資 

・個人が無償で供給する物資（段ボール１～数個単位） 

物資の輸送 物資集積場所の開設・運営 

物資輸送、一時保管 

 

（3） 費用負担 

協定に基づく応援の場合、応援者の旅費、応援物資の購入費、車両等の燃料費、機械器具

類の輸送費等に対する応援市町と受入市町の負担割合等はそれぞれの協定に基づくものと

する。また、協定等に基づかない応援の場合、応援に要する費用は、原則として、本市が負

担する。 

ただし、災害救助法が適用される場合、対象経費は追って滋賀県から支弁されることとな

る。 
主な人的受援業務における対象経費 

 

応援・受援業務 要員 救助法対象経費 

避難所運営 避難所運営要員 ・応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出

張旅費 

・仮設トイレの汲み取りや警備等の臨時職員雇い

上げ経費 

物資集積場所運営 物資集積場所運

営要員 

・応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出

張旅費 

給水 給水車の派遣 ・応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出

張旅費 

・車両の燃料代、高速代 

健康・保健 保健師等の派遣 ・応援職員の場合、職員の時間外勤務手当及び出

張旅費 

※救助法対象経費については、「災害救助事務取扱要領」等を参考にした。 

※上記のほか、被害を受けた地方公共団体等からの応援等に要した経費（災害時相互応援

協定に基づく応援）、災害対応に係る職員派遣の受け入れに要する経費（地方自治法第

252 条の17 に基づく職員派遣）については、特別交付税措置が講じられている（罹災

証明関係事務の応援経費についても特別交付税措置）（特別交付税に関する省令第３条

第１項第一号）。 

出典：「地方公共団体のための災害時受援体制に関するガイドライン」より抜粋 

 

 



4 

４ 本計画の適用 

（1） 発動要件 

市災害対策本部が設置されるとともに、市域及び市役所機能に甚大な被害が生じた場合に

本計画を適用する。 

発動要件は、以下の２つの要件をみたす場合とする。 

✓ 本市に震度５強以上の地震が発生した場合（災害対策本部設置要件） 

✓ 大規模地震により相当の被害が発生し、災害対策本部長（市長）が必要と認めたとき 

 

（2） 発動期間 

発動期間は、発災後１ヶ月を基本とするが、必要に応じて、発災後１ヶ月以降の応援受け

入れも想定する。 
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II 人的支援の受援体制 

１ 人的支援の受援体制 

（1） 人的受援班 

① 基本的な体制 

他都市等からの人的支援を円滑に受け入れるため、災害対策本部事務局に人的受援班を設

置する。各部は各課の応援需要を把握し、各部受援担当者を通じて、人的受援班に応援を要

請し、応援者は各課が受け入れる。また、ボランティアに関して、人的受援班は大津市社会

福祉協議会が設置する災害ボランティアセンターと連携する。

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部事務局 

人的受援班 

 

応援要請 応援職員派遣 

各部 

各課（課長等） 

各課の応援需要の判断 

応援要請 

危機・防災対策課員 人事課員 

各部受援担当者 

連絡調整 

大津市社会福祉協議会 

災害ボランティアセンター 

行政機関 

（滋賀県、協定締結自治体等） 

 

一般ボランティア 

連携 
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② 本部体制 

災害対策本部内事務局内に全市の人的支援の調整を担当する「人的受援班」を設置する。

人的受援班は、他の行政機関・自衛隊、民間事業者等への人的応援要請、市全体の受援状況

の取りまとめなどを行う。 

【人的受援班の役割・機能】 

担当課 役割・機能 

危機・防災対策課員 

（兼務職員除） 

（１名） 

□応援要請の実施、ほか応援要請等の総括 

□調整会議の開催 

□関係機関（リエゾン等）との調整 

人事課員 

（１名） 

□本市における受援状況のとりまとめ 

□庁内調整 

□応援者の服務管理、労務管理、健康管理等 

□応援者の宿泊場所等の活動環境の整備 

各部受援担当者 

（各部１名（例：危

機・防災対策課兼務

職員）） 

□各部の応援要請の集約・整理及び調整 

□部内調整・連絡 

□各部応援者の着任までの支援 

 ※人数は目安であり、必要に応じて増員する。 

③ 調整会議 

応援者の配属を決定する際には、上表の人的受援班構成員で調整会議を行い、応援が必要

な課と応援者の人数、職歴等を勘案し、会議において配属を決定する。調整会議での決定後

は、人的受援班人事課員は必要に応じて各部と連絡・調整を行い、各部受援担当者は応援を

受け入れる課への配属を支援する。 

④ 応援者の受入れ体制 

応援者の受け入れは、応援を要する各課が受入れ課として実施する。受入れ課は、応援者

に対して、業務に関する指揮命令を行う指揮命令者として課長級職員を配置する。 

指揮命令者は、必要に応じて受援対象業務ごとに受援担当者を定める。 

【各部の受入れ課における業務】 

・応援者への業務指示、連絡調整等 

・業務実施に必要な資源の確保 

（以下は、各部受援担当者を通じて人的受援班人事課員へ行う。） 

・人的受援班への応援要請 

・人的受援班への状況に関する報告 

・人的受援班への応援者撤退に関する報告 
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（2） 人的支援受入れの流れ 

外部からの人的支援の受入れの大まかな流れは、下図のとおりである。 

 

市が単独で受け入れるケース 

 

 

滋賀県を経由するケース 
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２ 人的支援の受入れ手順 

（1） 応援要請 

① 応援要請の必要性の判断 

各課は、非常時優先業務の実施にあたり、参集状況等を鑑み、人的資源が不足する場合は、

応援要請の必要性について判断する。応援要請が必要な場合は、各部受援担当者がとりまと

めた上で人的受援班人事課員に要請する。 

② 応援要請の決定 

人的受援班人事課員は、各部受援担当者からの要請をふまえ、市役所内で人的資源の確保・

調整を実施する。そのうえで人的資源が不足する場合は、調整会議を開催し、外部への応援

要請を決定する。 

③ 応援要請の実施 

人的受援班危機・防災対策課員は、応援要請が決定された場合は、要請内容、担当者名、

連絡先、集合場所等について、応援団体に電子メールや電話等で応援を要請する。 

なお、各部・各課が人的受援班を介さずに、他都市へ支援を要請した場合や応援を受けた

場合（※）は、各部受援担当者は可能な限り速やかに人的受援班人事課員にその旨を報告す

る。 

※人的受援班を介さずに応援要請及び応援を受けるケース 

・各部が関係機関や企業等と協定の締結やルールを策定している場合 

・各部に直接応援の申し出があった場合 

・各部が、やむを得ない緊急の状況にある場合 

④ 応援要請状況の災害対策本部会議への報告 

人的受援班人事課員は、各部受援担当者からの報告を取りまとめ、応援要請の実施状況等

について、災害対策本部会議の開催の度に報告する。 

（2） 受援の準備 

① 応援団体との連絡調整 

人的受援班危機・防災対策課員は、応援団体と連絡調整を行い、応援者の人数や到着時期、

集合場所、携行品等について、事前に把握しておく。 

《応援者に持参することを呼びかける物資》 

応援者には、下記を参考に必要な物資等持参することを呼びかけることとする。 

・食料、飲料 

・寝袋、毛布 、キャンプマット 

・簡易トイレ・車両（燃料含む）  ※車両を必要とする業務の場合 

・パソコンおよび通信機器 

・地図 

② 必要な資機材の準備 

業務に必要な資機材については、原則、受入れ課の指揮命令者で準備する。ただし、自動
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車や特殊な業務に係る資機材については、不足が想定されるため応援者に持参してもらうよ

う要請する。 

③ 応援者の執務スペース、活動拠点の確保 

応援者が活動する執務スペースや現地調査などの活動拠点については、受入れ課の指揮命

令者が中心となり、各課の執務スペースや所管施設を活用して確保する。 

受入れ課の執務スペースや所管施設だけでは十分な面積を確保できない場合は、執務スペ

ースについては、各部の中でスペースを確保する。外部での活動拠点については、人的受援

班に確保を要請し、人的受援班では調整会議において必要な施設を確保する。なお、必要に

応じて民間施設の借上げも検討する。 

④ 応援者に要請する業務内容・手順等の整理 

受入れ課は、応援者に要請する業務内容・手順等を整理しておく。業務マニュアル等を作

成している場合は、応援者に配布することができるよう準備しておく。 

⑤ 外部から応援の申し出への対応 

本市が応援要請を出さずとも、外部組織から応援の申し出があった場合は、一般職職員と

専門職種職員とで対応が異なる。 

一般職職員による応援の申し出があった場合は、各部受援担当者は人的受援班危機・防災

対策課員に連絡し、人的受援班危機・防災対策課員は当該団体との連絡調整や受援の判断等

を行う。 

専門職種職員による応援の申し出があった場合は、各部受援担当者は当該専門職種の関係

する課長と協議し受援の判断を行い、その結果を人的受援班人事課員に報告する。 

申し出に基づいて応援を受入れた場合においても、本市から応援要請した場合と同様の手

順で、受援業務を行う。 

⑥ 応援者の宿泊場所、移動手段及び食料等の確保 

応援期間中における応援者の宿泊場所や移動手段については、応援団体が自ら確保するこ

とを基本とする。しかし、応援団体による確保が困難な場合は、宿泊場所は人的受援班人事

課員が中心となり宿泊施設や市の所管施設等を活用して確保し、移動手段は公用車等を活用

して確保する。 

また、応援者の食料・飲料水等については、応援団体が自ら確保することを基本とする。 

【宿泊場所について】 

 応援者の宿泊場所については、応援者自身に確保してもらうことを基本として事前に

要請を行う 。しかしながら、宿泊場所を確保せずに来る応援者が多く見込まれること

から、各部で受援対象業務シートによって整理した執務スペースや会議室などの空き

スペースを少なくとも確保するよう努める。 

 各部において宿泊場所が不足した場合は、人的受援班人事課員に申し出る。 

（3） 応援者の受入れ 

① 応援者の受付 

各部受援担当者は、応援者の受入れを行う際に、応援者の団体名や氏名、活動期間、滞在

場所を明記した名簿を作成する。作成後、人的受援班人事課員にコピーを提出し、原本は各
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部受援担当者で保管する。応援者名簿に記載の応援者に変更のある度に同手続を行う。 

 

② 業務内容等の説明 

受入れ課の指揮命令者は、応援者が行う業務の内容や手順について、応援者に説明を行う。 

（4） 受援による業務の実施 

① 応援者との情報共有 

受入れ課の指揮命令者は、原則として毎日、朝礼やミーティングを実施し、応援者に対し

て業務内容の指示や情報共有を行うものとする。 

② 応援者の業務管理 

受入れ課の指揮命令者は、応援者による業務の実施状況を把握する。業務量及び必要人員

を勘案し、必要に応じて応援者の追加要請や業務内容の変更を検討する。変更等が必要な場

合は、各部受援担当者を通じて人的受援班人事課員に報告・相談する。 

③ 応援者の交代・引継ぎの対応 

受入れ課の指揮命令者は、応援者の交代に際して、適切に引継ぎが行われるよう、情報共

有等に配慮する。 

あわせて、応援者自身にも日報を付けてもらい、交代に際しては応援者同士で引継ぎを行

えるように依頼する。 

④ 業務実施状況の報告 

各部受援担当者は、応援者による業務の実施状況について、人的受援班人事課員に報告す

る。人的受援班人事課員は、市全体の受援状況を取りまとめて、本部会議に報告する。 

⑤ 業務内容の調整・変更 

人的受援班人事課員は、各部受援担当者から業務内容の変更等の報告・相談を受けた場合、

受援状況等を鑑み、必要な調整を行う。 

（5） 受援の終了 

各部受援担当者及び受入れ課の指揮命令者は、受援対象業務の終了、又は、必要人員の充

足などにより受援が不要となる見込みとなった場合は、応援団体及び人的受援班危機・防災

対策課員と連絡調整を行い、受援終了を判断・決定する。 

人的受援班人事課員は、各部受援担当者から情報を集約し、本部会議に報告する。 
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３ 受援対象業務 

本計画における受援対象業務は、本市業務継続計画の非常時優先業務のうち、他都市や民

間事業者等の受援が可能な業務で、東日本大震災や熊本地震において被災自治体が応援を受

けた業務等を対象とする。また、受援対象業務毎に、受援対象業務シートのひな型に基づき、

応援者に要請する業務内容・手順等を整理する。 

受援対象業務(82業務) 

部名 課名 業務名 種別※ 法※ 

総務部 人事課 

職員支援室 

従業者の把握、給食、仮眠場所、衛生、健康管

理等への対応に関すること 
応急 × 

市民税課 救援物資及び役務調達状況の把握並びに食料、

日用品等生活必需物資の輸送に関すること 
応急 ○ 

り災相談窓口を開設する業務 応急 × 

資産税課 被害家屋調査に関すること 応急 × 

り災台帳及びり災証明の発行に関すること（住

家被害証明） 
応急 × 

収納課 救援物資及び役務調達状況の把握並びに食料、

日用品等生活必需物資の輸送に関すること 
応急 ○ 

り災相談窓口を開設する業務 応急 × 

市民部 文化振興課 避難所開設・管理・運営補助業務 応急 ○ 

戸籍住民課 遺体の安置、処理に関すること 応急 ○ 

戸籍、住民基本台帳その他各種証明書の発行及

び手数料の徴収 
通常 × 

戸籍住民課 

カード交付推

進室 

個人番号カードの交付に関すること 

通常 × 

福祉部 福祉政策課 福祉避難所の管理運営に関する業務 応急 ○ 

幼保支援課 市立保育所の運営に関すること 通常 × 

市立幼稚園の運営に関すること 通常 × 

障害福祉課 入所者、避難者の援護に関する業務 応急 ○ 

福祉避難所の管理運営に関する業務 応急 ○ 

生活福祉課 生活保護法による措置に関する業務 通常 × 

行旅死亡人（身元不明）対応業務 応急 × 

健康保険部 長寿政策課 福祉避難所の管理運営に関すること 応急 ○ 

避難者等からの要望調査に関すること 応急 ○ 

保険年金課 福祉医療費受給券等新規認定及び更新申請事

務／６月～８月被災時のみ 
通常 × 

被保険者証、高齢受給者証再発行業務 通常 × 

国民健康保険料の免除受付・審査事務 応急 × 

介護保険課 訪問調査及び主治医意見書に関すること（市職 

員調査） 
通常 × 
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部名 課名 業務名 種別※ 法※ 

健康保険部 

保健所 

衛生課 飲料水及び食品の衛生確保に関すること 応急 ○ 

食品等の試験検査に関すること 通常 × 

食品衛生関係施設の営業許可及び届出並びに

監視指導に関すること 
通常 × 

衛生課 

動物愛護セン

ター 

野犬等捕獲業務、負傷犬猫収容業務、収容犬猫

管理業務 
応急 × 

被災家屋等の消毒業務 応急 ○ 

保健予防課 被災者の心のケアに関すること 応急 ○ 

健康推進課 母性保健事業に関すること 通常 × 

乳幼児健診、その他母子保健事業に関すること 通常 × 

保健総務課 避難所・救護所等での健康相談、保健指導（和

邇すこやか相談所） 
応急 ○ 

避難所・救護所等での健康相談、保健指導 

（堅田すこやか相談所） 
応急 ○ 

避難所・救護所等での健康相談、保健指導 

（比叡すこやか相談所） 
応急 ○ 

避難所・救護所等での健康相談、保健指導 

（中すこやか相談所） 
応急 ○ 

避難所・救護所等での健康相談、保健指導 

（膳所すこやか相談所） 
応急 ○ 

避難所・救護所等での健康相談、保健指導 

（南すこやか相談所） 
応急 ○ 

避難所・救護所等での健康相談、保健指導 

（瀬田すこやか相談所） 
応急 ○ 

産業観光部 商工労働政策

課 

災害時の食品流通に係る調査と流通確保に関

すること 
応急 × 

生活物資等の供給協力に関する協定に基づく、

生活物資の調達及び輸送に関すること 
応急 ○ 

食料、日用品等生活必需物資の調達、保管、供

給業務 
応急 ○ 

環境部 廃棄物減量推

進課 

大型ごみの収集運搬処理に関すること 応急 × 

可燃以外ごみの収集運搬処理に関すること 応急 × 

可燃ごみの収集運搬処理に関すること 応急 × 

散在性ごみの処理に関すること 応急 × 

災害廃棄物仮置き場での受入れ 応急 × 

仮設トイレの運搬業務に関すること 応急 × 

し尿の収集及び運搬に関すること 応急 × 

施設整備課 避難所の開設及び管理に関すること 応急 ○ 

都市計画部 公園緑地課 公園、緑地の被害状況調査及び対応に関すること 応急 × 

開発調整課 宅地応急危険度判定に関すること 応急 × 

建築指導課 家屋、建物の被害状況把握に関すること 応急 × 

建築物応急危険度判定に関すること 
応急 × 

広域応援の受入れ及び連絡調整に関すること

（建築関係） 応急 × 
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部名 課名 業務名 種別※ 法※ 

建設部 建築課 庁舎等公共建築物に係る被害状況の把握及び

応急対策の立案、実施に関すること 
応急 × 

建築士会関係者への避難施設等のセーフティ

チェックの実施に関すること 
応急 × 

市庁舎内の電気、機械設備等の保全に関すること 応急 × 

企業局 

 

水道ガス整備

課 

水道施設の被害状況等の情報収集及び報告 応急 × 

水道ガス改良

課 

 

 

配水管の応急復旧、バルブ操作及び洗管作業 応急 × 

水道の被害状況の把握に関すること（二次体

制） 

応急 × 

水道の被害状況の把握に関すること（初動体

制） 

応急 × 

水道施設の復旧の実施に関すること 応急 × 

ガス緊急対応に関すること 通常 × 

ガス施設の復旧の実施に関すること 応急 × 

下水道整備課 管路-応急復旧 被災した管路の応急復旧 応急 × 

下水道施設課 

 

管路-復旧対策 全下水道管路の調査 応急 × 

お客様設備課 

 

 

給水装置、ガス供給装置工事及び排水設備工事

の検査 

通常 × 

給水装置及びガス供給装置工事の受付、審査及

び精算 

通常 × 

下水道排水設備工事の受付及び審査 通常 × 

救急指定病院及び避難場所へのガス供給確保

に関すること 

応急 × 

救急指定病院及び避難場所への給水確保に関

すること 

応急 ○ 

維持管理課 ガス施設の被害状況等の情報収集及び報告 応急 × 

ガス施設復旧計画の作成、進捗管理 応急 × 

水道緊急対応に関すること 通常 × 

ガス供給施設全般の運転操作及び維持管理に

関すること 

通常 × 

浄水施設課・

水質管理課 

 

中央監視システム、遠隔監視システムの被害状

況の把握 

応急 × 

浄水施設（加圧施設、配水池等）の被害状況の

把握 

応急 × 

水再生センタ

ー 

 

処理場-応急対策 緊急点検・緊急借置（二次災

害防止） 

応急 × 

処理場-復旧対策 点検・調査 応急 × 

処理場-復旧対策 応急復旧（処理場機能回復） 応急 × 

水道ガス整備

課 

水道施設の被害状況等の情報収集及び報告 応急 × 

※応急業務は応急対策業務及び早期実施復旧業務、通常は優先度の高い通常業務を指す 

※「法」欄の「○」は、救助法の対象経費であることを示す。ただし、当該業務の中でも、

対象とならない費用も含まれる場合がある。 
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受援対象業務シートのひな型 

 

受援対象業務シート

（ ) 部 （ ）課・班

→

業務開始目標時間 人

受援対象業務名称

必要人数

受援対象業務の内容
（事務分掌）

応援を要請する人材 求める職種・資格 要請する業務内容

業務マニュアル有無 名称等

【応援要請に関する情報】

業務種別 優先順位

【受援体制に関する情報】

応援側

とりまとめ

翌日作業設計

大津市側

準備

会議・打合せ

主な活動
9：00～17：00

1日の報告、情報共有

【活動体制（1日の流れ）】

受援担当者

その他

ボランティア

用意する資機材

主な活動場所

指揮命令者

大津市側 応援側

他自治体

退職者

民間企業

NPO
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III 物的支援の受援体制 

１ 物的支援の受援体制 

（1） 基本的な体制 

全市の物資ニーズの集約と物資集積場所への配送指示などを行う本庁組織「物資調整班」

と外部からの物資の受入れと避難所への配送を行う物資集積場所の担当者（物資集積場所担

当）で構成する。 

 

① 物資調整班 

a)主な役割 

 備蓄物資、支援物資、調達物資、義援物資の確保、配分等の統括 

 大津市域全体（避難所等ごと）の物資ニーズの集約・整理 

 ニーズに対応した避難所等ごとの必要物資の配分の決定 

 全物資集積場所の在庫管理、体制の調整・管理及び必要な関係事業者との調整 

 配送に必要な車両等の確保・要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部 

物資調整班 

・物資の要請、調達 

・物資配分計画立案 

・配送車両の確保 

・関係機関との調整 

物資集積場所 

物資集積場所担当 

・保管 

・在庫管理 

・仕分け 

市職員 

物流専門家 

市職員 

指示 

物流専門家 
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b)班構成 

担当 役割 

統括（危機・防災対策課

員１名）（兼務職員除） 
□物資調整班の統括 

要請受付担当（商工労働

政策課員１名） 
□避難所等（在宅避難者含む）の物資ニーズの集約・整理 

物資調整担当（商工労働

政策課員１名） 

□備蓄物資の配分決定 

□避難所別の必要物資の種類・量の整理と配分決定（配分計

画の策定） 

□協定事業者等へ協力物資の対価を支払 

調達担当（商工労働政策

課員１名） 

□調達物資の必要量の算出 

□算出した必要量の物資を協定締結流通事業者に対して供給

要請 

□滋賀県や協定締結自治体（中核市等）への物資供給要請 

車両手配担当（市民税課

員１名） 
□輸送に必要な車両を滋賀県トラック協会大津支部等へ手配 

出荷担当（収納課員１

名） 

□物資集積場所の在庫量の管理 

□物資集積場所担当に対して配分計画をふまえた避難所への

配送を指示 

物流専門家（民間事業者） □上記事項について、専門的見地から助言 

※人数は目安であり、必要に応じて増員する。また、担当課で職員を確保できない場合   
 は、原則として担当課を所管する部局で確保するものとする。 

② 物資集積場所担当 

a)主な役割 

 物資の受入れ、荷卸し、検品、仕分け、荷捌き、積込み 

 拠点周辺の配送車両の誘導、配置・配送管理 

b)班構成 

担当 役割 

物資集積場所 

（場所毎に市職

員２名） 

□物資配送場所の管理 

□物資の授受確認 

□本庁物資調整班出荷担当との調整 

□物流専門家への指示 

□検品 

物流専門家 

（民間事業者） 

□物資配送場所の運営（レイアウト、荷卸し、仕分け、保管、ピッ

キング、積込み） 

□物資輸送計画の立案 

□物資集積場所担当職員との連携 

※人数は目安であり、必要に応じて増員する。また、市職員２名は本部が指名する。 

c)物資集積場所一覧 

場所名 住所 番号 

びわこ成蹊スポーツ大学 北比良1204 596-8410 

成安造形大学 仰木の里東4-3-1 574-2111 

公設地方卸売市場 瀬田大江町59-1 543-8000 

滋賀大学教育学部 平津二丁目5-1 537-7706 

※状況に応じてどの集積場所を立ち上げるかを判断する。 
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（2） 物的支援受入れの流れ 

外部からの物資の受入れの大まかな流れは、下図のとおりである。 

 

２ 物的支援の受入れ手順 

（1） 必要物資の要請 

① 必要な物資の把握 

初動支所班は、消防団や自主防災会などと連携しながら、管轄内の避難所の避難者数及び

避難所周辺の在宅被災者数を確認し、必要な物資及びその数量を把握する。把握した物資及

び数量について、初動支所班は災害対策本部事務局内の物資調整班要請受付担当に連絡する。 

物資調整班要請受付担当は、各初動支所班が把握した物資及び数量情報をとりまとめる。 

② 必要物資の要請 

物資調整班調達担当は、各初動支所班が把握した物資及び数量情報と、備蓄物資や物資集

積場所の在庫と照らしあわせ、不足分を協定締結事業者、協定締結他都市、滋賀県に対して、

品目、数量、配送場所を整理した上で、連絡・要請する。 

（2） 物資集積場所の運営 

① 物資集積場所の開設 

物資調整班統括は、物資集積場所の開設が必要となった場合、物資集積場所候補施設の被

害状況を確認の上、物資集積場所を確保する。 

物資調整班統括は、拠点毎に物資集積場所担当者を決定し、担当拠点に派遣し開設の準備

を行わせる。並行して、滋賀県倉庫協会などの物流専門家に対して物資集積場所の運営支援

を要請し、拠点に必要な人員の派遣と資機材の確保を依頼する。 

拠点開設後、物資調整班統括は、県に対して拠点の開設場所等の情報を連絡する。 
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② 物資の受取り 

物資集積場所担当者は、物流専門家の協力を得ながら、外部からの物資を受け取る。 

受け取った物資については、物流専門家のノウハウを活用しながら、仕分け、荷捌きを行

い、拠点に保管する。 

（3） 避難所等への配送 

① 避難所等への物資配送 

物資調整班車両手配担当は、避難所までの配送車両の提供を滋賀県トラック協会大津支部

等に要請する。 

物資集積場所担当者は、物資調整班物資調整担当からの配分指示を物流専門家に伝える。 

物流専門家は、受け取った配分指示をふまえ、配送計画を立案の上、必要な仕分け作業、

積込み作業を行う。なお、避難所等への配送は、滋賀県トラック協会大津支部の車両以外に

も市公用車を活用する 

② 避難所等での物資の受入れ 

各避難所の運営担当者は、避難者や避難所のボランティアと協力をしながら、配送された

物資の荷卸しを行う。その後、物資が到着したことを物資調整班物資調整担当に連絡する。

物資調整班物資調整担当は、避難所運営担当者からの連絡を集約・整理する。 
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IV 応援団体別の受援体制 

１ 地方公共団体 

（1） 県 

本市は、県に応援(職員の派遣を含む。以下同じ)又は応援の斡旋を求めるなどして災害対

策の万全を期す。 

県は、必要に応じ、市が応急対策を円滑に実施できるよう他の市町に対し、応援について

の指示を行い、又は防災関係機関の応援を斡旋する。 

本市が県に応援又は応援の斡旋を求める場合、市本部（危機・防災対策課）が県本部(県防

災危機管理局)に対し、次に掲げる事項について口頭又は電話等をもって要請し、後日文書に

よりあらためて処理するものとする。 

県知事に応援要請を行う際に明らかにすべき事項は次の通りである。 

［応援要請時に明らかにすべき事項］ 

ア 災害の原因及び被害の状況 

イ 必要とする応援の内容、理由 

ウ 必要とする応援の人員、資機材、期間、場所 

エ その他必要な事項 

（2） 地方公共団体相互応援協定等に基づく受援 

本市では、大規模な災害が発生した場合に備えて、資料編に記載された協定を締結し、大

規模災害が発生した場合、必要に応じて当該協定等に基づき要請を行う。 

受入れの具体的な方法は、「II 人的支援の受援体制」に示したとおりである。 

（3） 他市町村 

本市は全国市町村会等を通じて災害時応援協定を締結していない市町村からの応援を受け

ることも想定される。 

受入れの具体的な方法は、「II 人的支援の受援体制」に示したとおりである。 
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２ 自衛隊 

自衛隊の災害派遣実施の基準である３原則(公共性・緊急性・非代替性)を踏まえ、市長は、

災害対策基本法第68条の２及び自衛隊法第83条第１項の規定により、自衛隊の派遣が必要な

際は県知事に派遣要請を要求する。その際、必要に応じて、その旨および被害状況を自衛隊

に通知する。通信途絶等の理由により県知事への要求ができない場合は、市長が直接最寄り

の自衛隊の部隊等の長にその内容を通知し、事後速やかに所定の手続きをとることとする。 

一方、自衛隊は、県知事からの派遣要請を受けたときは、要請の内容および自ら収集した

情報に基づいて、部隊等の派遣の必要性の有無を判断し、部隊等を派遣する。また、緊急の

場合でかつ、県知事からの要請を待ついとまがないと認められるときは、自らの判断で部隊

を派遣できる。 

その際、市本部（危機・防災対策課）は県本部（県防災危機管理局）と連携し、自衛隊本

部用事務室（市施設）、自衛隊が集結できる空地（宿舎、資材置場、炊事場、駐車場）、ヘ

リコプター発着場等の確保に努める。 

 

災害派遣の範囲 

項目 活動内容 

被害状況の把握 車両、航空機等状況に適した手段による情報収集 

避難の援助 避難者の誘導、輸送等（避難命令が発令された場合） 

遭難者等の捜索、救助 行方不明者、負傷者等の捜索、救助（ただし、緊急を要し、かつ、

他に適当な手段がない場合、他の救援作業等に優先して実施す

る。） 

水防活動 堤防護岸等の決壊に対する土のうの作成、積込み及び運搬 

消防活動 利用可能な消防車、その他の防火用具による消防機関への協力 

道路又は水路等交通路上

の障害物の除去 

施設の損壊又は障害物がある場合の除去等 

応急医療、救護 

及び防疫 

被災者の応急診療、大規模な伝染病等の発生に伴う応急衛生等 

（薬剤等については、市町村準備） 

通信支援 自衛隊の通信連絡に支障のない範囲における通信支援 

人員及び物資の緊急輸送 救急患者、医師、その他救難活動に必要な人員及び救援物資の緊

急輸送 

炊飯及び給水支援 被災者への炊飯、給水支援 

救援物資の無償貸付又は

譲与 

「防衛庁の管理に属する物品の無償貸付及び譲渡等に関する総

理府令」（昭和33年総理府令1号）による。 

危険物の保安及び除去 火薬類、爆発物等危険物について能力上可能な範囲での保安措置

及び除去 

その他 知事が必要と認め、自衛隊の能力で対処可能なものについて関係

部隊の長と協議して決定する。 
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（1） 災害派遣要請の要求 

 県知事に対する自衛隊災害派遣要請の要求は、原則として市長が行うものとする。 

 市長が県知事に対して災害派遣要請を要求しようとするときは、口頭又は電話等で行

う。ただし、電話等の場合は、市本部（危機・防災対策課）が県本部（県防災危機管

理局）に要求し、事後速やかに文書を送達するものとする。 

 県知事に対して自衛隊災害派遣を要請する場合の手続は、次のとおりである。 

ア 要求先 滋賀県防災危機管理局 

イ 文書提出部数３部 

ウ 記載事項 

(ア) 災害の状況及び派遣要請を要求する理由 

(イ) 派遣を希望する期間 

(ウ) 派遣を希望する区域及び活動内容 

(エ) 受入れ場所等 

(オ) その他参考となるべき事項 

※(ア)～(ウ)：必須事項 

（2） 自衛隊への通知 

陸上自衛隊今津駐屯地司令である第３偵察戦闘大隊長を優先として、次により通知する。 

優先順 自衛隊の部隊等の長名 所在地 電話等 

１ 
今津駐屯地司令である第３偵察

戦闘大隊長(窓口：第３係) 

滋賀県高島市 

今津町平郷 

NTT：0740-22-2581 

(内線：235・236) 

防災無線：171-0 

２ 
大津駐屯地司令である中部方面

混成団長(窓口：訓練科) 

滋賀県大津市 

際川1-1-1 

NTT:077-523-0034 

(内線：230・232) 

防災無線：174-0 

 

（3） 災害派遣部隊の受入れ体制 

① 地方公共団体等間における相互協力 

市本部（危機・防災対策課）、県本部（県防災危機管理局）、警察、消防機関等は、相互

に派遣部隊の移動、現地進入及び災害措置のための補償問題等発生の際の相互協力、必要な

現地資機材等の使用協定等に関して緊密に連絡協力するものとする。 

 

② 災害発生時の準備 

市本部（危機・防災対策課）及び県本部（県防災危機管理局）は、派遣された部隊に対し

次の施設等を準備する。施設等は下記スペースを活用するものとする。 

[準備する施設等] 

a)本部事務室 
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b)宿舎 

c)材料置場、炊事場(野外の適当な広さ) 

d)駐車場(車1 台の基準は3ｍ×8ｍ) 

e)ヘリコプター発着場(二方向に障害物のない広場) 

 

施設名 活用スペース 面積（㎡） 

皇子山 

陸上競技場 

２階 役員室、来客室、貴賓室 

１階 会議室、審判員室、協議会役員室、男子更衣室、女子

更衣室、トレーニング室 

1,211.0 

皇子山球場 １階 選手控室、審判控え室、会議室、応接室 2,256.3 

 

③ 他の災害救助復旧機関との競合重複の排除 

市本部（危機・防災対策課）及び県本部（県防災危機管理局）は、自衛隊の作業が他の災

害救助復旧機関と競合重複することのないよう最も効率的に作業を分担するよう配慮するも

のとする。 

この場合、県本部（県防災危機管理局）は市本部（危機・防災対策課）と地方本部、現地

本部等との協力体制が迅速に図れるよう配慮するとともに、合同本部連絡会議を必要に応じ

て開催し、自衛隊追加要請等の手続が迅速に行われるよう努める。 

④ 作業計画及び資材等の準備 

市本部（危機・防災対策課）及び県本部（県防災危機管理局）は、自衛隊に対し作業を要

請又は依頼するにあたっては、なるべく先行性のある計画を次の基準により樹立するととも

に、作業実施に必要とする十分な資料の準備を整え、かつ諸作業に関係ある管理者の了解を

とりつけるよう配慮する。 

[計画作成の内容] 

a)作業箇所及び作業内容 

b)作業の優先順位 

c)作業に要する資材の種類別保管(調達)場所 

d)部隊との連絡担当者、連絡方法及び連絡場所 

e)合同本部現地会議の開催方法(現地本部が担当する) 

⑤ 自衛隊との本市連絡窓口 

本市連絡交渉窓口は危機・防災対策課とする。 
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３ 緊急消防援助隊 

緊急消防援助隊の受入れについては、「大津市消防局緊急消防援助隊受援計画（以下、消

防受援計画）」に基づき、実施する。 

（1） 応援要請 

大規模な災害が発生し、大津市内の消防力では十分な対応ができない場合、消防局長は緊

急消防援助隊の応援要請の要否及び応援部隊の規模を決定する。 

決定後、知事に対して要請を行う。ただし、知事に連絡を取ることができない場合は、消

防庁長官に対して要請を行う。また、要請した段階で、本部長及び副本部長へ応援要請した

旨の報告を行う。応援の際の要領は、次のとおりである。 

①滋賀県知事への応援要請連絡 

②応援要請時に必要な情報 

ア 災害発生日時 

イ 災害発生場所 

ウ 災害の種別・状況 

エ 人的・物的被害の状況 

オ 必要応援部隊種別、隊数、必要資機材 

③緊急消防援助隊の各部隊が出動するまでに必要な情報 

ア 緊急消防援助隊を必要とする地域 

イ 緊急消防援助隊進出拠点 

ウ 緊急消防援助隊の到達ルート 

エ その他必要な情報 

 

（2） 指揮体制及び通信運用 

① 指揮命令体制等 

消防局長は、緊急消防援助隊の出動が決定された場合、消防局対策本部（指揮本部）（以

下「局対策本部」という。）において緊急消防援助隊に係る連絡調整等にあたらせるものと

する。 

[緊急消防援助隊に係る事務] 

a)大津市消防局の消防部隊、県内消防広域応援部隊及び緊急消防援助隊の消火、救助救急

活動、後方支援等の活動調整及び部隊配備に関すること。 

b)各種情報の集約・整理に関すること。 

c)滋賀県、総務省消防庁等関係機関との連絡調整に関すること。 

d)緊急消防援助隊の受入に関すること。 

e)その他必要な事項に関すること。 

 

消防局長は、指揮支援部隊長（又は指揮支援隊長）と協議し、災害発生状況、消防部隊活

動状況等から総合的に判断して、都道府県隊ごとに担当地域及び任務を指示するものとする。 
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消防局長は、応援部隊の担当地域が決定したならば、担当地域を管轄する署隊本部に対し

てその旨連絡し、活動の調整及び部隊の誘導にあたらせるものとする。 

県防災ヘリコプター及び緊急消防援助隊航空部隊の運用については、応援調整本部、若し

くは局対策本部に派遣された滋賀県防災航空隊員を通じて行うものとし、複数機を運用する

場合には、滋賀県防災航空隊長が活動統制にあたるものとする。 

② 無線運用体制 

a)全国共通波 

局対策本部、応援調整本部、緊急消防援助隊指揮支援本部、都道府県隊相互間の通信

は、全国共通波１（１５０.７３ＭＨｚ）を使用する。なお、被害が広域にわたる等のた

め指揮系統を複数に分離する必要がある場合は、指揮支援部隊長と調整し、全国共通波

１、全国共通波２（１４８.７５ＭＨｚ）及び全国共通波３（１５４.１５ＭＨｚ）のい

ずれかから、消防力の配備及び活動状況に応じて使用波を指定する。 

b)他都道府県共通波 

応援都道府県隊内における部隊間の通信に使用するものとする。 

c)県内共通波 

局対策本部、県内消防広域応援部隊相互間の通信に使用するものとする。 

d)デジタル波 

局対策本部、署隊本部、大津市消防局の各部隊及び応援の都道府県各部隊との通信に

使用するものとし、都道府県各部隊と交信する場合には、都道府県各部隊へのデジタル

無線機の貸出し又は無線機を携帯した連絡員の派遣を行う。 

e)遠距離中継送水体系時の無線運用 

中継送水体系をとるときは、原則として同一周波数の無線を中継ラインごとに確保す

るものとするが、これによりがたいときでも、少なくとも筒先担当と水源担当は同一周

波数の無線となるよう調整する。 
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（3） 応援部隊の活動等 

① 緊急消防援助隊の進出拠点及び到達ルート 

a)陸上部隊 

陸上部隊の進出拠点（以下「第１次集結場所」という。）の候補地は下表のとおりと

し、災害状況及び応援部隊の進出方面に応じて選定する。 

陸上部隊進出拠点一覧表 

№ 受入れ方面 進出拠点 所在地 管轄本部 駐車台数 

１ 愛知県側 伊吹ＰＡ 米原市柏原 湖北消防 100 

２ 湖北地域消防本部米原

消防署 

米原市長岡２８１

１－１ 

湖北消防 60 

３ 三重県側 甲賀広域行政行政組合

消防本部 

甲賀市水口町水口

６２１８ 

甲賀消防 100 

４ 多賀町役場 犬上郡多賀町多賀

３２４ 

彦根消防 150 

５ 甲賀市土山支所 甲賀市土山町北土

山１７１５ 

甲賀消防 100 

６ 土山ＳA 甲賀市土山町南土

山 

甲賀消防 200 

７ 福井石川県

側 

賤ヶ岳SA 長浜市余呉町 湖北消防 80 

８ 湖北地域消防本部長浜

消防署伊香分署 

長浜市木之本町大

音１５１ 

湖北消防 80 

９ 今津総合運動公園 高島市今津町日置

前３１１０ 

高島消防 50 

10 道の駅マキノ追坂峠 高島市マキノ町海

津887-27 

高島消防 20 

11 京都府側 皇子山運動公園 大津市御陵町４ 大津消防 100 

 

大津市内の活動拠点（以下「第２次集結場所」という。）の候補地は下表のとおりと

し、災害状況及び応援部隊の進出方面に応じて選定する。 

大津市内における陸上部隊集結場所（第２次集結場所） 

名 称 所在地 到達ルート 緯度経度 

滋賀県立アイスアリーナ 大津市瀬田大江町 

１７－３ 

名神高速道路国

道１号線 京滋

バイパス 

北緯３４度５８分０７秒 東経１

３５度５６分０５秒 

皇子山総合運動公園多目

的グランド 

大津市御陵町４ 名神高速道路国

道１号線 京滋

バイパス 

国道１６１号線 

北緯３５度０１分０８秒 東経１

３５度５１分２５秒 

大津市北消防署志賀分署 大津市木戸５８ 国道１６１号線 北緯３５度１２分１１秒 東経１

３５度５５分２５秒 

 

b)航空部隊 

航空部隊の進出拠点は、県受援計画に定める希望が丘文化公園とする。なお、希望が
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丘文化公園が使用不可能な場合、または、大津市内に進出拠点を設けることが適当な場

合は、大津市内のヘリコプター離着陸可能場所から選定するものとする。 

c)応援部隊の誘導 

第１次集結場所から第２次集結場所への部隊誘導は、第１次集結場所を担当する消防

本部に依頼するか、若しくは局職員が担当するものとし、第２次集結場所から署隊本部

又は災害現場への部隊誘導については、原則として当該部隊を配備する署隊本部が担当

するものとする。 

なお、消防職員による直接の部隊誘導が行えない場合は、電話や無線等で都道府県指

揮隊と連絡を取り、部隊を誘導するものとする。 

上表の進出拠点については、緊急消防援助隊の出動決定後、直ちに選定し、総務省消

防庁に報告するものとする。なお、応援調整本部が設置されている場合は、応援調整本

部で協議決定し、応援調整本部を通じて総務省消防庁に報告するものとする。 

消防局長は、緊急輸送路等をスムーズに通行できるよう警察機関と連絡を密にするも

のとする。 

② ヘリコプター着陸可能場所及び運用 

大津市内におけるヘリコプター離着陸可能場所は、下表のとおりとする。 

ヘリコプター離着陸場一覧表 

名 称 所在地 管理者（連絡先） 緯度経度 

皇子山陸上競技場 大津市御陵町 

４－１ 

皇子山陸上競技場

077‐522‐7065 

北緯３５度０１分０２

秒 東経１３５度５１分

２５秒 

東洋紡績グランド 大津市堅田二丁目 

１－１ 

東洋紡績㈱総合研

究所 

077‐521‐1413 

北緯３５度０６分２０

秒 東経１３５度５４分

５２秒 

大石スポーツ村グランド 大津市淀一丁目 大津市スポーツ村

管理事務所077‐

546‐6369 

北緯３４度５４分３７

秒 東経１３５度５４分

２７秒 

和邇市民運動広場 大津市和邇今宿 

８５１ 

大津市077‐594‐

8022 

北緯３５度０９分３１

秒 東経１３５度５５分

２２秒 

比良げんき村グランド 大津市北小松 大津市077‐596‐

0710 

北緯３５度１５分２６

秒 東経１３５度５７分

５６秒 

伊香立公園 多目的グラ

ンド 

大津市伊香立 

向在地町地先 

大津市077‐598‐

2262 

北緯３５度０８分１４

秒 東経１３５度５３分

００秒 

上記場所を活用して応援ヘリコプターが災害活動を行う場合、管轄する署隊本部は、無線

機（全国共数波組込み）を携帯させた職員を配置し、航空部隊の支援及び安全管理にあたら

せるものとする。 

③ 燃料補給体制 

a)陸上部隊 
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陸上部隊の燃料補給場所は、消防受援計画資料６のとおりとする。 

なお、局対策本部及び署隊本部は、燃料補給が可能な店舗等を把握し、応援部隊に情

報提供するものとする。 

b)航空部隊 

航空部隊の燃料補給場所は、滋賀県ヘリコプター受援計画に定める滋賀県防災航空隊

日野基地及び航空部隊進出拠点の希望が丘文化公園とする。 

なお、現地給油が必要な場合は、滋賀県防災航空隊に要請するものとする。 

④ 食料品等の補給体制 

緊急消防援助隊に係る発災日より４日目以降の食料品等物資の補給については、局対策本

部及び署隊本部で食糧の調達可能な店舗の情報を把握し、応援部隊に情報提供するとともに

大津市災害対策本部を通じての食糧支給等を検討する。 

⑤ 宿営可能場所 

陸上部隊の宿営可能場所は、下表のとおりとする。 

宿営可能場所一覧表 

№ 名称 地番等 
面積 

（㎡） 
土地状況 水道 トイレ 

駐車可能

台数 

1 
伊香立公園芝生グ

ラウンド 
大津市向在地町 7,700 芝生 有 有 100 

2 皇子山運動公園 大津市御陵町４ 20,000 グランド 有 有 200 

3 比良げんき村 
大津市北小松１

７６９-３ 
55,000 ｱｽﾌｧﾙﾄ、土 有 有 50 

 

⑥ 地理情報の整備 

各署隊本部は、応援部隊の部隊配備及び後方支援等を効果的に行うため、下記の項目を記

した地図等をあらかじめ整備しておくものとする。 

a)ヘリコプターの離着陸場 

b)消火栓、防火水槽、プール、河川等水利の位置 

水利種別、所在地、座標、管口径、貯水容量、吸水時の注意事項等を記入。 

c)野営可能場所 

d)救急医療機関 

e)避難場所 

⑦ 応援部隊への情報提供 

消防局長又は消防署長は、到着した応援部隊に対して前項の地図等を配布するとともに、

次の事項について情報提供及び指示を行うものとする。 

a)被害の状況 

b)活動中の消防部隊の活動概要 

c)活動方針 

d)活動地域及び任務 

e)消防水利の状況 

f)使用無線系統 



28 

g)指揮連絡窓口 

h)災害地に至る道路状況 

i)その他応援活動に必要な事項 

⑧ 資機材の提供 

消防署長は、応援部隊の活動に必要な消火栓開閉器、ホース媒介金具その他の必要な資機

材を提供するものとする。 

⑨ 緊急消防援助隊の活動終了 

指揮者は、全ての地域において応援部隊の必要がなくなったと判断した場合、速やかに応

援活動の終了について、指揮支援部隊長（又は指揮支援隊長）及び都道府県隊長に指示する

とともに、滋賀県知事に報告するものとする。 

消防局長は、応援活動に従事した緊急消防援助隊に次の項目について様式２により報告を

求めるものとする。 

a)活動概要（場所、時間、隊数等） 

b)活動中の異常の有無 

c)隊員の負傷の有無 

d)車両、資機材等の損傷の有無 

e)その他必要な事項 

現場引揚げは、原則として都道府県隊ごととする。 
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４ 医療機関 

災害時の医療活動においては、市内の医療機関が相互に密接な情報交換を図り、全力をあ

げて取り組む。更に、市三師会（大津市医師会、大津市歯科医師会、大津市薬剤師会）に応

援を求めるとともに県を通じて、日本赤十字社、県医師会、県病院協会、県看護協会、他府

県等への応援要請を行い、十分な医療活動ができるように医療スタッフ・資機材等の確保を

行う。 

市保健所は、緊急医療班（DMAT）が派遣された場合、同班の搬送や現地合同調整所におけ

る情報共有など、必要な連絡調整を行う。 

（1） 応援要請 

① 市三師会への要請 

市保健所は、市三師会に出動を要請するほか、県及び他の市町村等に緊急医療班（DMAT）

の派遣、その他の応援を要請する等、必要な措置を講じる。 

② 県ＤＭＡＴへの要請 

市保健所は、必要に応じて、県へＤＭＡＴの派遣を要請する。 

（2） 応援受入れ 

県内外からの医療機関の受入れや派遣先の調整は、市保健所が行う。ただし、ＤＭＡＴに

ついてはＤＭＡＴ調整本部が行う。 

（3） 医薬品・資機材等の確保 

備蓄された医療資機材を活用する他、県等に要請し、県・市薬剤師会や滋賀県医薬品卸協

会等より医療活動に必要な医療資機材を調達する。 

また、必要数が確保できないことが想定される場合、流通備蓄により調達できるよう事業

者と調整する。 

 

５ 災害時応援協定締結団体（民間団体等） 

大規模な災害が発生した場合において、外部からの応援を円滑に受け入れるため、あらか

じめ地方公共団体のほかにも民間団体等と協定を締結している。 

協定を締結している民間団体等に対しては、協定締結担当課が直接応援要請を行うととも

に、応援要請したことを各部受援担当者に連絡する。各部受援担当者は、部内の応援要請を

とりまとめた上、人的受援班に連絡する。 
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６ ボランティア 

ボランティアについては、大津市社会福祉協議会が設置する大津市災害ボランティアセン

ター（被災者生活支援センター）が受け入れる。人的受援班は、大規模な災害が発生し災害

ボランティアの受入れが必要であると判断した場合、大津市社協に対し「災害ボランティア

センター（被災者生活支援センター）」の災害時対応の移行要請を行う。大津市災害ボラン

ティアセンター（被災者生活支援センター）では、災害の状況により、各学区による現地拠

点である災害ボランティアセンター（以下、現地災害ボランティアセンター(サテライト)と

いう。）を設置する。 

※「被災者生活支援センター」とは 

常設型災害ボランティアセンターは平常時から開設しているが、災害時には市民のニ

ーズに対応できるよう併用して運用するセンターである。 

災害ボランティアの区分 

組織 主な役割 

災害ボランティアセンター 

（被災者生活支援センター） 

ボランティアや地域による支援力を有効に活かし、効果的な

コーディネートにより、被災地支援、復興支援を目指すため

に、ニーズを把握し、それに応えるための体制を整備し、必

要なボランティア活動を展開する。 

主な活動内容として、市災対本部等の関係機関との連携・調

整、各現地災害ボランティアセンター（サテライト）からの

支援要請への対応やサポートなど、広域で対処すべき課題へ

の対応を行う。また、情報の管理と発信、物資の発注・管理

を担当し、現地災害ボランティアセンター(サテライト)の開

設から閉所に至るまでトータル的なサポートを行う。 

現地災害ボランティアセンター 

(サテライト) 

現地災害ボランティアセンター(サテライト)は、被災地域が

局地的もしくは広域な場合に、被災地に近いことで、被害状

況の把握やニーズの発掘、ボランティア活動の現地調整など

を行う拠点として、重要な役割を担う。 

人的受援班は大津市災害ボランティアセンター（被災者生活支援センター）と連携し、一

般ボランティアの受入れ、配置・活動調整を行う。 

専門ボランティアについては、当該専門を有する各部で受入れ、各部受援担当者が配置・

活動調整を行うことを基本とするが、必要に応じて、大津市災害ボランティアセンター（被

災者生活支援センター）のマッチング班等と連携する。 

災害ボランティアの区分 

ボランティアの種類 活動内容の例 

一般ボランティア 専門知識・技術や経験、年齢性別に関わりなく、労力等を提供す

るボランティア 

組織や団体に属さず個人として活動するボランティアと、ボラン

ティアグループ、会社単位として参加する団体ボランティアが考

えられる 
・避難所のお手伝い・救援物資の仕分け・屋内外の片付け・日常生活支援等 

専門ボランティア 医師・看護師、土木・建築、情報･通信等、専門的な知識や技能

を提供するボランティア 

専門的技能を持つボランティアが来所した場合は、市災害対策本

部と連絡調整し、活動場所・内容を紹介する 
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７ 上下水道、ガス関係機関 

企業局では、関係機関との相互応援協定を締結しており、これらの協定に基づき、人的・

物的支援を受入れる。 

企業局に関係する相互応援協定等 

協定等 相手先 

日本水道協会関西地方支部の災害時相互

応援に関する指針 

（公社）日本水道協会関西地方支部内会員 

災害発生時における日本水道協会関西地

方支部内の相互応援に関する協定 

（公社）日本水道協会関西地方支部内会員 

災害時における応急、復旧対策活動に関

する応援協定 

大津市水道瓦斯工事店協同組合 

地震・洪水等非常事態における救援措置

要綱 

（一社）日本ガス協会 

災害時における応急救援活動への応援に

関する協定 

(一社)滋賀県エルピーガス協会大津連合支部 

下水道事業災害時近畿ブロック支援に関

する申し合わせ 

国土交通省、福井県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県、三重県、徳島県、大

阪市、京都市、神戸市、堺市、福井市、大津市、

福知山市、姫路市、奈良市、和歌山市、津市、徳

島市、日本下水道事業団、(公社)日本下水道協会、

(一社)全国上下水道コンサルタント協会、(一社)

日本下水道施設業協会、(公社)日本下水道管路管

理業協会、(一社)日本下水道施設管理業協会、全

国管工事業協同組合連合会 

大津市・日本下水道事業団災害支援協定 日本下水道事業団 

地震震災時における大津市公共下水道管

渠施設に係る応急対策の支援協力に関す

る協定 

（一社）滋賀県下水道管渠維持協会 
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８ その他の団体 

（1） 国関連機関 

その他、国や関連機関からの支援としては、次のものがある。 

受援が想定される国や関連機関 

【警察庁】 

・警察災害派遣隊 

【消防庁】 

 ・緊急消防援助隊 

【国土交通省】 

・緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ） 

・応急危険度判定士の派遣 

【厚生労働省】 

・災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

・災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ） 

・保健師等の派遣 

【農林水産省】 

・農業農村災害緊急派遣隊（水土里（みどり）災害派遣隊） 

【環境省】 

・災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste‐Net） 

【文部科学省】 

・文化財調査官の派遣 

・応急危険度判定士の派遣 

（資料）「熊本地震を踏まえた応急対策・生活支援策検討ワーキンググループ」（第４回）

「資料1－1 市町村への応援と受援に関する補足資料」平成28年10月25日 

 

これらの組織からの人的支援の受入れにあたっては、本市のそれぞれの専門性を有する担

当課の各部受援担当者が滋賀県と連携しながら受入れを行う。 

（2） 海外からの支援 

海外からの人的支援・物的支援の申し出がある場合の受入れは、国の緊急災害対策本部及

び現地対策本部が調整窓口となり、県が緊急災害対策本部から支援ニーズの有無の確認を受

けることとなっている。 

物的支援については、日本国内に物資が到着し、滋賀県の物資拠点までの輸送は国が調整

を行う。人的支援の受入れに当たっては、外務省が、水・食料等を含む装備品、移動手段、

宿泊先、通訳等を支援申出国及び当該国の駐日大使館にて確保するよう要請し、その旨を確

認する。また、海外からの捜索・救助チームや医療チームには、外務省の職員（リエゾン）

が帯同する。 

これらをふまえつつ、市は、滋賀県と調整しながら海外からの支援を受入れる。 
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V 受援力向上に向けた取組 

１ 本計画の推進、見直し 

本計画は、PDCA（PLAN・DO・CHECK・ACTION）サイクルを活用し、計画の推進と見直しを図

る。計画の見直しにおいては、国・県・他都市の動向や知見等を取り入れ、さらには、訓練

等を通じた関係機関等への周知と理解醸成を図る。 

２ 受援対象業務シートの管理 

受援対象業務シートについて、随時内容を見直し、維持・更新を図る。 

３ 受入れ体制の充実 

発災時に迅速かつ円滑に応援を受け入れるため、受入体制の充実に向けた以下の準備を行

う。 

（人的支援） 

 応援職員等の執務スペース等の検討（確保） 

 応援職員等の宿舎・野営地・駐車場の候補地の検討（確保） 

 応援職員等の防災協定締結等を通じた宿泊場所（例：ホテル、旅館）や移動手段（例：

レンタカー、タクシー）の確保 

 受援対象業務に必要な資料や資機材の整備 

 受援対象業務のマニュアルの策定 

 退職者への呼びかけ方法検討 

（物的支援） 

 物資集積場所から避難所までの物流体制、物資集積場所の運営方法、物流専門家との

災害時役割分担等を盛り込んだ「（仮）災害時物流マニュアル」の策定 

 義援物資の受け取り方法等について検討 

４ 災害時応援協定の実効性強化 

災害時応援協定を締結するだけでなく、より有効かつ円滑な運用を行う観点から、具体的

な運用のあり方や発災時の連絡体制の構築（連絡担当者の設定、電話不通を想定した連絡手

段の確保等）について、協定締結先との調整・協議を随時行う。 

５ 受援に関する研修、訓練の実施 

本市の受援力を向上するため、地方公共団体をはじめとした関係団体や、協定締結事業者

等からの受援を想定した研修や図上訓練等を定期的に実施する。 
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VI 関係機関連絡先一覧 

１ 国、自治体等 

（1） 自衛隊 

機関名 担当課 電話番号 

第3戦車大隊 第3係 
0740-22-2581 

(内線：235・236) 

中部方面混成団 訓練科 
077-523-0034 

(内線：230・232) 

 

（2） 緊急消防援助隊 

機関名 担当課 
電話番号 

勤務時間内 勤務時間外 

消防庁 広域応援室 

電話:03-5253-7527 

衛星電話: 

048-500-90-49013 

ＦＡＸ:03-5253-7537 

衛星FAX: 

048-500-90-49033 

電話:03-5253-7777 

衛星電話: 

048-500-90-49102 

ＦＡＸ:03-5253-7553 

衛星FAX: 

048-500-90-49036 

滋賀県 防災危機管理局 

電話:528-3432・3431 

防災電話: *-51-819～823 

ＦＡＸ:528-6037 

防災FAX:*-51-850 

電話:528-6390 

防災電話:*-51-898 

ＦＡＸ:523-3436 

防災FAX:*-51-850 

 

（3） 滋賀県 

機関名 担当課 
電話番号 

勤務時間内 勤務時間外 

滋賀県 

防災危機管理局 

電話:528-3432・3431 

防災電話: *-51-819～823 

ＦＡＸ:528-6037 

防災FAX:*-51-850 

電話:528-3436 

防災電話:*-51-898 

ＦＡＸ:523-3436 

防災FAX:*-51-850 

警察本部 077-522-1231 

大津警察署 077-522-1234 

大津北警察署 077-573-1234 
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（4） 相互応援協定締結自治体 

機関名 担当課 電話番号 メールアドレス 

奈良市 危機管理課 0742-34-4930 kikikanri@city.nara.lg.jp 

鈴鹿市 防災危機管理課 059-382-9968 bosaikikikanri@city.suzuka.lg.jp 

伊賀市 防災危機対策局 0595-22-9640 kikikanri@city.iga.lg.jp 

大津町 総務課 096-293-3111 soumu@town.ozu.kumamoto.jp 

宇治田原町 総務課 0774-88-6631 soumu@town.ujitawara.lg.jp 

 

（5） 中核市災害応援協定自治体（令和４年度） 

機関名 担当課 電話番号 メールアドレス 

事務局（高槻市） 危機管理室 072-674-7314 kikikan-82@city.takatsuki.lg.jp 

近畿・中国ブロッ

ク幹事（松江市） 

防災部 

防災危機管理課 
0852-55-5115 b ousa i＠ city. mats ue. lg.j p 

（6） 義士親善友好都市間相互応援協定（令和４年度） 

機関名 担当課 電話番号 メールアドレス 

事務局（赤穂市） 
市長公室 

危機管理担当 
0791-43-3201 anzenanshin@city.ako.lg.jp 

 

（7） 東海道五十三次市区町相互応援協定（令和４年度） 

機関名 担当課 電話番号 メールアドレス 

事務局（清水町） くらし安全課 055-981-8205 
bousaitaisaku@town.shizuoka-shim

izu.lg.jp 

近畿ブロック幹事

（湖南市） 
危機管理・防災課 0748-71-2311 kikikanri@city.shiga-konan.lg.jp 
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VII 災害時応援協定一覧 

協定の前にある符号は、大津市地域防災計画の資料編のものと同じである。 

ア-1 義士親善友好都市間における災害応急活動の相互応援に関する協定 

ア-2  中核市災害相互応援協定（中核市） 

ア-3 東海道五十三次市区町災害時相互応援に関する協定（東海道五十三次市区町） 

ア-4 全国ボート場所在市町村協議会加盟市町村災害時相互応援協定（全国ボート場所在市

町村協議会加盟市町村） 

ア-5 大津市・鈴鹿市間の災害時相互応援に関する協定（鈴鹿市） 

ア-6 大津市・伊賀市間の災害時相互応援に関する協定（伊賀市） 

ア-7 大津市・奈良市間の災害時相互応援に関する協定（奈良市） 

ア-8  大津市・大津町間の災害時相互応援に関する協定（大津町） 

ア-9 滋賀県大津市・京都府宇治田原町災害時相互応援協定（宇治田原町） 

ア-10 大津市・京都市間の災害時における避難所の相互利用に関する協定（京都市） 

ア-11 下水道事業災害時近畿ブロック支援に関する申し合わせ（下水道事業災害時近畿ブ

ロック） 

ア-12 大津市・日本下水道事業団災害支援協定（日本下水道事業団） 

ア-13 大規模災害時におけるし尿等の処理に関する協力協定書（湖南広域行政組合等） 

イ-1 滋賀県市長会災害相互応援協定（滋賀県市長会） 

イ-2 防災映像情報の交換に関する協定（滋賀県） 

ウ-1 災害時等の応援に関する申し合わせ(国土交通省近畿地方整備局)  

ウ-2 災害時における大津市と大津市内郵便局との相互協力に関する協定（大津中央郵便

局） 

エ-1 災害時における生活物資の調達等に関する協定（生活協同組合コープしが） 

エ-2 災害時における生活物資の調達等に関する協定（大津市コンビニエンスストア協会） 

エ-3 災害時における生活物資の調達等に関する協定（イオンリテール株式会社東近畿カン

パニー） 

エ-4 災害時における生活物資の調達等に関する協定 

（大津商工会議所･大津北商工会･瀬田商工会） 

エ-5 災害時相互応援に関する協定（地方卸売市場） 

エ-6 災害時における物資の供給に関する協定（レンゴー（株）滋賀工場） 

エ-7 災害時における物資の調達等に関する協定（株式会社アヤハディオ） 

エ-8 災害救助に必要な物資の調達に関する協定（株式会社平和堂） 

エ-9 災害時における機材の提供に関する協定（株式会社東海大阪レンタル） 

エ-10 災害時における物資供給に関する協定書（NPO法人コメリ災害対策センター） 
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エ-11 災害時における物資の供給等に関する協定（中部薬品株式会社） 

オ-1 災害時における供給協力に関する協定（いずみニ一） 

オ-2 災害時における供給協力に関する協定（東洋紡株式会社総合研究所） 

オ-3 災害時における浴場の使用及び井戸水の提供に関する協定（滋賀県公衆浴場業生活衛

生同業組合大津支部） 

オ-4 災害時における供給協力等に関する協定書（株式会社サンデリカ滋賀事業所） 

オ-5 災害時における供給協力等に関する協定書（日本酪農協同株式会社滋賀工場） 

カ-1  災害時における福祉用具等物資の供給等協力に関する協定(一般社団法人日本福祉用

具供給協会)  

カ-2,3,4,5  災害時に要援護者の避難施設として看護学校を使用することに関する協定（大

津赤十字看護専門学校、(公社)滋賀県私立病院協会、(公社)大津市医師会、華頂看護

専門学校） 

カ-6 災害時に要援護者の避難施設として高齢者福祉施設を使用することに関する協定（滋

賀県老人福祉施設協議会） 

カ-7 災害時に要援護者の避難施設として障害福祉サービス事業所等を使用することに関

する協定（NPO法人おおつ「障害者の生活と労働」協議会） 

カ-8 災害時に福祉避難所として北大津養護学校を使用することに関する協定（県立北大津

養護学校） 

カ-9 災害時に避難施設として救護施設を使用することに関する協定（滋賀保護院） 

キ-1 大津市災害ボランティアセンターの設置等に関する協定（大津市社会福祉協議会） 

ク-1 防災への取り組みに関する協定（Google） 

ク-2 災害に係る情報発信等に関する協定（ヤフー株式会社） 

ク-3 災害時の放送に関する協定（株式会社ＺＴＶ) 

ケ-1 災害時の避難所におけるインターネット回線提供に関する協定（株式会社ＺＴＶ） 

ケ-2 災害時における避難施設等のセーフティチェックに関する協定（滋賀県建築士会大津

支部・湖西滋賀支部） 

ケ-3 災害時における大津市食品衛生協会による支援に関する協定（大津市食品衛生協会） 

ケ-4 災害時の被災者施術活動についての協定（大津鍼灸マッサージ師会） 

ケ-5 災害発生時における相互協力に関する協定（滋賀刑務所） 

コ-1 災害発生時における一時滞在施設の提供に関する協定（おごと温泉旅館協同組合） 

コ-2 災害発生時における一時滞在施設の提供に関する協定（株式会社いずみ二―） 

コ-3 災害発生時における一時滞在施設の提供に関する協定（株式会社平和堂） 

コ-4 災害発生時における帰宅困難者への支援に関する協定（一般社団法人大津市商店街連

盟） 

サ-1 災害時の医療救護活動についての協定（大津市医師会） 

サ-2 災害時の歯科医療救護活動についての協定（大津市歯科医師会） 



38 

サ-3 災害時の医療救護活動についての協定（大津市薬剤師会） 

サ-4 災害時における犬猫救護活動の協力に関する協定（大津開業獣医師会長） 

シ-1 災害等発生時における防疫活動の協力に関する協定（滋賀県ペストコントロール協

会） 

ス-1 災害時における応急救援活動への応援に関する協定（滋賀県建設業協会大津支部） 

ス-2 災害時における応急救援活動への応援に関する協定（滋賀県造園協会西地区） 

ス-3 災害時における電気設備の応急復旧等の応援に関する協定（滋賀県電気工事工業組

合） 

ス-4 災害時における電気設備の応急復旧等の応援に関する協定（社団法人滋賀県電業協

会） 

ス-5,6,7,8 災害等発生時における応急対策の協力に関する協定（扶桑建設工業株式会社、

安田株式会社、コスモ工機株式会社、大成機工株式会社） 

ス-9 日本水道協会関西地方支部の災害時相互応援に関する指針（日本水道協会関西地方支

部） 

ス-10 災害発生時における日本水道協会関西地方支部内の相互応援に関する協定（日本水

道協会関西地方支部） 

ス-11 地震・洪水等非常事態における救援措置要綱（日本ガス協会） 

ス-12 災害時における応急救援活動への応援に関する協定（滋賀県エルピーガス協会大津

連合支部） 

ス-13 災害時における応急、復旧対策活動に関する応援協定(大津市水道瓦斯工事店協同組

合） 

ス-14 自然災害における下水道管渠施設に係る応急対策の支援協力に関する協定（社団法

人滋賀県下水道管路維持協会） 

ス-15 災害時における応援に関する協定（ヴェオリア・ジェネッツ株式会社） 

セ-1 災害時における物資等の輸送に必要な漁船の応援に関する協定（志賀町漁業協同組

合）〔旧志賀町〕 

セ-2  災害時における物資等の輸送に関する協定（滋賀県トラック協会大津支部） 

セ-3  災害時における燃料の提供に関する協定（大津貨物輸送協同組合） 

ソ-1 滋賀県広域消防相互応援協定（湖南広域消防局、甲賀広域行政組合、高島市消防本部、

東近江行政組合消防本部、彦根市消防本部、湖北地域消防本部） 

ソ-2 消防相互応援協定（湖南広域行政組合、田辺町、甲賀郡消防本部、湖西広域消防本部、

宇治市、京都市） 

ソ-3 名神高速道路消防応援協定（湖南広域行政組合、京都、乙訓消防組合、島本町、高槻

市、茨木市） 

ソ-4 新名神高速道路消防応援協定（甲賀広域行政組合、湖南広域行政組合） 

ソ-5 一般国道１号京滋バイパス消防応援協定（湖南広域行政組合、宇治市、久御山町） 

ソ-6 滋賀県下消防団広域相互応援協定（県内消防団） 
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ソ-7 警察消防相互応援協定（滋賀県警察本部） 

ソ-8,9 消防活動支援に関する協定（株式会社カネカ滋賀工場、日本精工株式会社大津工場） 

ソ-10,11,12 施設等の使用に関する消防活動支援協定（琵琶湖グランドホテル、浜大津ア

ーカス、大津プリンスホテル） 

ソ-13,14,15,16,17,18,19,20 災害時における消防活動支援に関する協定（志賀町漁業協同

組合、葛川漁業協同組合、大戸川漁業協同組合、堅田漁業協同組合、湖南漁業協同組

合、勢多川漁業協同組合、瀬田町漁業協同組合、大津漁業協同組合） 

ソ-21 大規模災害時の一時避難場所及び消防活動拠点の提供（東レ株式会社瀬田工場） 

ソ-22 災害現場への重機等の派遣による消防活動支援（一般社団法人滋賀県建設業協会大

津支部） 

ソ-23,24,25,26 救急事故現場への医師等の派遣に関する協定（大津赤十字病院、独立行政

法人地域医療機能推進機構滋賀病院、国立大学法人滋賀医科大学、大津市民病院） 

ソ-27 災害時における消防活動支援に関する協定書（株式会社杢兵衛造船所） 

ソ-28 陸上自衛隊大津駐屯地と大津市消防局における消防活動相互支援協定書 

ソ-29 災害時における消防活動支援に関する協定（琵琶湖汽船株式会社） 

ソ-30 大津市消防局とびわ湖ブルーエナジー株式会社、株式会社大津ガスサービスセンター

との火災予防啓発等の連携に関する協定書 

タ-1 災害廃棄物の処理等に関する基本協定書（大栄環境株式会社） 

タ-2 災害廃棄物の処理等に関する基本協定書（山﨑砂利商店） 

マ-1 災害時における地図製品等の供給等に関する協定（株式会社ゼンリン） 

ミ-1 災害時等における無人航空機の運用に関する協定（滋賀特機株式会社） 

ム-1 災害時における応援職員等への宿泊施設の提供に関する協定書（おごと温泉旅館協同

組合） 

メ-1 災害時における被災者支援に関する協定書（滋賀県行政書士会） 

モ-1 災害時等におけるドローンの活用に関する協定（スカイオーシャンキャピタルパート

ナーズ合同会社） 
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VIII 様式集 

 

受入れフローと使用する様式 

 
 

【様式１】 応援要請書 

【様式２】 応援要請集約表 

【様式３】 応援団体向け応援要請書 

【様式４】 応援職員等名簿 

【様式５】 受援状況報告書 

【様式６】 事務引継書 

  ※「様式６事務引継書」は、応援職員が交代する場合などに応援職員が作成するもの 

各部 人的受援班

要請課・班 各部受援担当者
その他職員

調整会議

応援要請

（通常）

受援準備

応援職員等

受入れ

受援による

業務実施

受援終了

応援要請の

必要性判断

応援要請の

取りまとめ

応援要請・調整

（様式１～３）

様式1
様式1
様式2

受入準備等

応援職員等の受付

業務内容の説明
報告の取りまとめ 報告の共有

様式4
様式5

様式4
様式5

応援職員等の

業務管理等
報告の取りまとめ 報告の共有

様式5 様式5

受援終了の

判断・決定
報告の取りまとめ 報告の共有

様式5 様式5

受入れ課・班 
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 様式１  応援要請書 

年   月   日   時 作成 

１．受援窓口 

受入れ課・班  

受援担当者  

連絡先（内線）  

 

２．要請内容 

業務名  

業務内容 

 

 

 

受入れたい 

応援者 

要請先 人数 求める職種・資格 

他自治体 人  

退職者 人  

民間企業 人  

ＮＰＯ 人  

ボランティア 人  

その他 人  
 

想定期間 年    月    日（    ）～    年    月    日（    ） 

必要な 

資機材 

 

 

集合場所 
 

 

活動場所 
 

 

備考 
 

 

※１：本要請書は、要請課・班が作成し各部受援担当者に提出してください。 
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 様式２  応援要請集約表 

年   月   日   時 作成 

 受入れ課・班 業務名称 人数 

1   人 

2   人 

3   人 

4   人 

5   人 

6   人 

7   人 

8   人 

9   人 

10   人 

11   人 

12   人 

13   人 

14   人 

15   人 

※１：各部受援担当者が、各受入れ課・班の応援要請内容をもとに、とりまとめて下さい。 

 

部局名 
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 様式３  応援団体向け応援要請書 

 

（応援要請先団体）様 

大津市災害対策本部長 

 

応援要請について 

 

標記につき、下記のとおり応援を要請いたします。 

 

 

記 

 

１ 被害の状況 

 

 

２ 必要とする物資等の品名、数量等 

 

 

３ 必要とする職員の職種及び人員 

 

 

４ 応援場所及び応援場所への経路 

 

 

５ 応援の期間 

 

 

６ その他 

 

 

 

【連絡先】 

大津市災害対策本部事務局人的受援班 

担当者： 

TEL： 

FAX： 

E-mail: 
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 様式４  応援職員等名簿 

年   月   日   時 現在 

１．受入れ課・班、業務名 

受入れ課・班  受援担当者  

業務名  

 

２．応援者に関する情報 

団体名・課  

連絡先 TEL： Mail： 

活動場所  

宿泊場所  

 

整理 

番号 

応援者情報 活動期間 

氏名 TEL（個人） TEL（緊急時） 始期 終期 

1      

2      

3      

4      

5      

6      

7      

8      

9      

10      

11      

12      

13      

14      

15      

※１：本名簿は、各受入れ課・班が、応援者の所属先別で作成・更新・保管してください。また、受付時には、できる限り名刺を

受領して照合できるようにしてください（応援団体で作成した名簿の添付でも良い）。 

※２：各受入れ課・班は、作成・更新の都度、コピーを各部受援担当者を通じて人事課に提出してください。 

 

  

応援団体名 
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 様式５  受援状況報告書 

【第１報】   年   月   日   時 作成 

【第２報】   年   月   日   時 作成 

【第３報】   年   月   日   時 作成 

１．受入れ課・班 

受入れ課・班  

受援担当者  

連絡先（内線）  

 

２．状況報告内容 

【第１報】 

業務名  

業務内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団体名 

および 

人数 

① 人  

② 人  

③ 人  

受入れ期間 年    月    日（    ）～    年    月    日（    ） 

活動拠点  

活動場所  

 

【第２報】 

終了日時 年    月    日（    ） 午前・午後    時   分 

 

※１：本報告書は、各受入れ課・班が作成し各部受援担当者に提出してください。 
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 様式６  事務引継書 

年   月   日   時 作成 

１．作成者（前任の応援職員） 

団体名  

氏名  

 

２．確認者（後任の応援職員） 

団体名  

氏名  

 

３．引継内容 

業務名  

業務内容 

 

 

 

 

現場状況 

および 

進捗状況 

 

 

 

 

今後の予定 

 

 

 

 

留意・配慮 

する事項 

 

 

 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

※大津市 受入れ課・班 確認欄 

受入れ課・班名  受援担当者  

確認日時 年    月    日（    ） 午前・午後    時   分 

備考  

※１：本引継書は、応援職員の交代がある場合などに使用してください。 

※２：業務ごとに前任者が作成し、後任者および受援担当者が確認のうえ、各受入れ課・班にて保存してください。 
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 様式例  受援シフト表 

シフト表の開始日→

●●●●●●に関するシフト表 ○：出勤 ×：休日

合計

氏名1 氏名2 氏名3 氏名4 氏名5 氏名6 氏名7 氏名8 氏名9 氏名10 氏名11 氏名12 氏名13 氏名14 氏名15 氏名16 氏名17 氏名18 氏名19 氏名20 氏名21 氏名22 氏名23 氏名24 氏名25 氏名26 氏名27 人数

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

必要な係、応援自治体、氏名については、各課、班の状況にあわせて本シートを適宜編集して下さい。

応援自治体４ 応援自治体５ 応援自治体６ 応援自治体７ 応援自治体８

作成日：　　年　　月　　日

月日
曜
日

①○○係 ②□□係 ③△△係

応援自治体１ 応援自治体２ 応援自治体３
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IX その他資料 

人的支援及び物的支援に関する基本的な考え方 

（1） 人的支援 

人的支援の受援には、次のことが必要である。 

 人的支援が必要な課について、必要な職種別の需要を把握していること 

 全市の災害対策従事者の状況を把握していること 

 応援職員の服務管理、労務管理、健康管理、勤務時間管理ができること 

（2） 物的支援 

物的支援の受援には、次のことが必要である。 

 外部からの物資、市が調達した物資を全て一元的に管理すること 

 避難所（在宅被災者、車中泊避難者含む）の需要を集約できること 

 必要な物資を調達できること 

 避難所ごとの配分計画を立案できること 

 物流の専門家との連携ができること、物資集積場所との連絡が取れること 
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本計画への熊本県大津町教訓反映 

本市は、平成28年4月の熊本地震発災後、熊本県大津町へ平成28年4月18日から5月20日ま

での約1ヶ月間にわたり、物資支援2回、職員派遣6回、延べ30名の市職員を派遣し、飲料水

や毛布、簡易トイレなどの物資の提供のほか物資輸送、廃棄物処理、り災証明発行に必要な

家屋調査などの支援にあたった。 

また、上記支援をきっかけに、平成29年7月21日に本市と大津町との間で災害時相互応援

協定を締結し、平成29年8月28日から9月1日までの5日間に2名（うち1名は8月30日から9月1

日まで）の市職員を派遣し、本計画や災害廃棄物処理計画の策定にあたっての大津町の教訓

を学んだ。 

本計画には、下記のとおり、上記支援や派遣を通じて得た大津町の教訓を随所に反映した。 

 

【主な反映点】 

（人的支援） 

・実際に大津町支援にあたった経験や、大津町のヒアリングの中で、受援主管課が1日の

業務の流れ(受援者側及び応援者)を事前に考えておくべきであることを学んだ。 

⇒1日の業務の流れ(受援者側及び応援者)を受援対象業務シートに項目として入れる。  

・大津町は応援者のための宿泊場所や移動手段確保ができず苦労した。 

⇒本市内の宿泊場所や移動手段確保のための防災協定締結を検討する。 

・家屋調査業務では車輌は不可欠だった。 

⇒受援業務に必要な車輌の調達は支援側及び受援側いずれにするのか定める。 

 

（物的支援） 

(1) 物資集積場所 

・物資集積場所の見直し 

 ⇒現在指定している場所が物資集積場所として実効性があるのか検証する。 

・物資集積場所運営体制の構築 

 ⇒大津町の経験も踏まえた、物資集積場所運営マニュアルを作成する。 

・物流の専門家との連携体制構築 

 ⇒物資集積場所として民間企業の倉庫などの活用や物流人材との連携を検討する。 

(2) 物資輸送方法 

・滋賀県トラック協会大津支部との防災協定締結(平成29年10月締結済) 

 ⇒主に物資集積場所から指定避難所までの物資輸送を、滋賀県トラック協会大津支部と

連携することで、主に小型(2トン)及び中型(4トン)トラックを活用し運搬する体制を

構築する。 

(3) 物資の調達・輸送調整 

・災害対策本部に物資の調達・輸送に係る物資調整班設置 

 ⇒市職員だけではなく、プロとも連携した、物資の調達・輸送の調整方法を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 



50 

 

 


